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第１章 総則 

１ 「避難実施要領のパターン」作成の目的 

本マニュアルは、武力攻撃事態等及び緊急対処事態において、国民保護法第３５

条の規定により作成した国民保護に関する北斗市の計画（以下「北斗市国民保護計

画」という。）に基づき、避難の実施に関する事項を住民に示すとともに、活動に

当たる様々な関係機関が共通の認識のもとで、避難を迅速かつ円滑に行えるように

するために、態様に応じた避難実施要領のパターンを作成するものである。 

 

２ 「避難実施要領のパターン」活用方法 

北斗市長は、我が国において武力攻撃事態等又は緊急対処事態が発生し、本市の住

民に対して避難の指示がなされた場合に、避難実施要領を定めなければならない。 

しかしながら、これらの事態が発生した後に一から避難実施要領を短時間で作成す

ることは事実上困難であるため、あらかじめ複数の事案を想定した避難実施要領のパ

ターンを作成することで、当該避難の指示がなされた際に、迅速かつ円滑に避難実施

要領を作成し、もって住民の確実な避難実施に寄与する。 

 

 

第２章 「避難実施要領のパターン」の概要 

１ 避難実施事項に記載する項目 

【避難実施要領に定める事項（法定事項）法第 61 条第２項】 

・ 避難の経路、避難の手段その他避難の方法に関する事項 

・ 避難住民の誘導の実施方法、避難住民の誘導に係る関係職員の配置その他

避難住民の誘導に関する事項 

・ その他避難の実施に関し必要な事項 

市長は、上記法定事項並びに道国民保護計画における「市町村の計画作成の基準」

に基づき、原則、次に掲げる項目の避難実施要領について定める。 

ただし、緊急な場合においては、事態の状況等を踏まえて、当初は法定事項を箇条

書きにするなど、避難実施要領を簡潔な内容で作成するなど柔軟に対応する。 

① 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

② 避難先 

③ 一時集合場所及び集合方法 

④ 集合時間 

⑤ 集合に当たっての留意事項 

⑥ 避難の手段及び避難の経路 

⑦ 町職員の配置等 

⑧ 高齢者、障がい者その他特に配慮を要する者への対応 
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⑨ 要避難地域における残留者の確認 

⑩ 避難誘導中の食料等の支援 

⑪ 避難住民の携行品、服装 

⑫ 緊急連絡先 

 

２ 避難実施要領の策定の際における考慮事項 

避難実施要領の策定に際しては、以下の点を考慮する。 

① 避難の指示の内容の確認 

（地域ごとの避難の時期、優先度、避難の形態） 

② 事態の状況の把握（警報の内容や被災状況の分析） 

③ 避難住民の概数把握 

④ 誘導の手段の把握（屋内避難、徒歩による移動避難、長距離避難（運送業者であ

る指定公共機関等による輸送）） 

⑤ 輸送手段の確保の調整（※輸送手段が必要な場合） 

（道との役割分担、運送事業者との連絡網、一時避難場所の選定） 

⑥ 避難支援プランの作成 

⑦ 避難経路や交通規制の調整（具体的な避難経路、警察との避難経路の選定・自家

用車等の使用に係る調整、道路の状況に係る調整、道路の状況に係る道路管理者と

の調整） 

⑧ 職員の配置（各地域への職員の割り当て、現地派遣職員の選定） 

⑨ 関係職員との調整（現地連絡調整所の設置、連絡手段の確保） 

⑩ 自衛隊等の行動と避難経路や避難手段の調整（道対策本部との調整、国の対策本

部長による利用指針を踏まえた対応） 

 

３ 想定される事態 

避難を円滑に進めるためには、発生時他の特性に適切に対応することが重要である。

国民保護事案は、武力攻撃事態及び緊急対処事態に分類される。 

武力攻撃事態及び緊急対処事態における避難誘導は、時間的余裕のあるなしや被害

の範囲が広い場合と狭い場合では特性が大きく変わることから、以下の８類型に区分

されている。 

（１）武力攻撃事態の類型 

武力攻撃事態とは、我が国に対する外部からの武力攻撃が発生した事態、又は武

力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められる事態をいう。 

ア 着上陸侵攻 

・ 国民保護措置を実施すべき地域が広範囲にわたるとともに、期間が比較的長

期に及ぶことも想定される。 



3 

 

・ 船舶により上陸する場合は、沿岸部が当初の侵攻目標となりやすい。 

・ 航空機による場合は、空港に近い地域が攻撃目標となりやすい。船舶が接岸

容易な地域に近接している場合には、特に目標とされやすい。 

イ ゲリラ・特殊部隊による攻撃 

・ 事前にその活動を予測あるいは察知できず、突発的に被害が発生することが

想定される。 

・ 被害は比較的狭い範囲に限定されるのが一般的であるが、攻撃目標となる施

設の種類によっては、二次被害の発生も想定される。 

ウ 弾道ミサイル攻撃 

・ 発射の兆候を事前に察知した場合でも、発射された段階で着弾地域を特定す

ることが極めて困難であり、さらに、極めて短時間での着弾が予想される。 

・ 弾頭の種類（通常弾頭であるのか、核・生物・化学弾頭であるのか）を着弾

前に特定することは困難であり、弾頭の種類に応じて被害の様相や対応が大き

く異なる。 

エ 航空攻撃 

・ 弾道ミサイル攻撃の場合に比べ、その兆候を察知することは比較的容易であ

るが、対応の時間が少なく、また、攻撃目標を特定することは困難である。 

・ 都市部の主要施設やライフラインのインフラ施設が目標となることが想定さ

れる。 

・ 攻撃の意図が達成されるまで繰り返し行われることも考えられる。 

（２）緊急対処事態の類型 

緊急対処事態とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて、多数の人を殺傷する

行為が発生した事態、又は発生する明白な危険が切迫していると認められる事態で、

国家として緊急に対処することが必要なものをいい、後日、武力攻撃事態に設定さ

れる事態に認定される事態も含む。 

ア 危険性を内在する物資を有する施設（コンビナート）等への攻撃 

・ 原子力事業所等やダムの破壊、石油コンビナート・可燃性ガス貯蔵地等の爆

破、危険物積載船への攻撃が行われた場合、爆発及び火災により、住民等に被

害が発生する。 

・ 建物、ライフライン等が機能不全に陥り、社会的活動等に支障をもたらすお

それがある。 

イ 大規模集客施設・大領輸送機関への攻撃 

・ 大規模集客施設、ターミナル駅等で爆破が行われた場合、爆破による人的被

害が発生し、施設が崩壊した場合には人的被害は多大なものとなる。 

ウ 交通機関（航空機等）を用いた攻撃 

・ 攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺への被害が発生するおそれがある。 
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・ 爆発・火災の規模によっては、建物・ライフライン等も甚大な被害を受け、

社会活動等に支障をきたすおそれがある。 

エ 大量殺傷物資（ＮＢＣ）による攻撃 

（ア）放射性物質等 

・ 核兵器による被害は、当初は主に核爆発に伴う熱線、爆風及び初期核放射

線によって、その後は放射性降下物や中性子誘導放射能による残留放射線に

よって生ずる。 

・ 放射性降下物による被害は、一般的には熱線や爆風による被害よりも広範

囲の地域に拡大することが想定される。 

・ ダーティボムは、爆薬と放射性物質を組み合わせたもので、爆発による被

害と放射能による被害をもたらす。 

（イ）生物剤による攻撃 

・ 生物剤は、人に知らせることなく散布することが可能である。 

・ 発症するまでの潜伏期間に、感染した人々が移動することにより、生物剤

が散布されたと判明したときには、既に被害が拡大している可能性がある。 

・ ヒトを媒介とする天然痘等の生物剤による攻撃が行われた場合には、二次

感染により被害が拡大することが考えられる。 

（ウ）化学剤による攻撃 

・ 化学剤は、一般に地形や気象等の影響を受けて、風下方向に拡散し、空気

より重いサリン等の神経剤は下をはうように広がる。 

・ 特有のにおいがあるもの、無臭のもの等、その性質は化学剤の種類により

異なる。 

 

４ 避難隊形の整理 

国民保護事案が発生した場合又は発生の予兆がみられる場合、北斗市は国や北海道

からの指示のもと、住民を避難誘導することになる。北斗市が避難を実施するにあた

り考えておくべき避難の形態を大きく分類すると（１）屋内避難（自宅にとどまる場

合を含む。）、（２）北斗市域内の避難、（３）北斗市域外への避難（北海道外への

避難を含む。）の３形態（以下「避難形態」という。）が考えられる。また、一時的

に屋内避難を行い、その後、北斗市域内や域外に避難する場合も考えられる。さらに

は、同じ事案の中で、一部地域に屋内避難を、閥の地域には北斗市域内避難を求める

ような場合もあり得る。 

住民の避難に関する措置を実施する際には、これらの避難隊形に加えて、事態、地

域、避難させる住民、時期等の特性を考慮して避難の具体的な方法を検討する必要が

ある。 
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図表 1 避難形態の整理（手引きより抜粋） 

（１）屋内避難 

外を移動するよりも、屋内にとどまることが安全と判断される場合に、屋内に避

難する方法であり、特に、時間的な余裕がない場合や一時的な避難の場合等に用い

る避難の形態である。 

（２）北斗市域内の避難 

危険が予測される場所から安全な場所に避難する方法であり、その場所にとどま

っていては危険な場合等に用いる避難の形態である。 

 

（３）北斗市域外への避難（他都府県への避難を含む） 

危険が予測される場所から安全な場所に避難する方法のうち、要避難地域が北斗

市域を超える場合に用いる避難の方法であり、危険が予測される地域が広範囲に及

び場合等に用いる避難の形態である。北斗市は、北海道と連携して、避難先地域を

管轄する都府県又は市町村と調整を行い、避難住民を誘導する。 
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５ 住民の避難誘導の観点からの分類の考え方 

避難隊形を整理し、以下の３つに分類するとともに、それぞれの分類に対し８類型

の事案が何に該当するかを考察し避難実施要領パターンに反映させる。ただし、事態

の推移等に応じて事案に対する分類が変わることがあり、柔軟に対応することが必要

である。 

 

図表 2 住民の避難誘導の観点からの分類軸の考え方 

分類 ８類型 備考 

分類①： 

屋内避難を行

うと考えられ

る類型（近傍

の堅ろうな建

築物等に一定

時間とどまる

と考えられる 

事態） 

弾道ミサイル攻 

撃 

弾道ミサイル発射時においては、着弾時

における爆風からの被害等を回避する

ため、近傍の堅ろうな建築物等への避難

が中心となると考えられる。 

航空機による攻 

撃 

弾道ミサイル攻撃と同様、近傍の堅ろう

な建築物等への避難が中心となると考

えられる。 

交通機関（航空 

機）による自爆テ 

ロ 

緊急対処事態に含まれるが、攻撃の態様

が航空機による攻撃と類似であること

から、近傍の堅ろうな建築物等への避難

が中心となると考えられる。 

分類②： 

屋内避難が基

本と考えられ

るが、事態の

状況により、

屋内避難と、

域内・域外避

難が混在する

と考えられる

類型 

ゲリラや特殊部 

隊による攻撃 

安全確保のため攻撃当初は一時的な屋

内避難が基本になると考えられるが、事

態の状況に応じて、域内・域外避難の実

施も考えられる。 

原子力施設・コン 

ビナート施設・危 

険物積載船等へ 

の攻撃 

緊急対処事態のうちこれら３類型につ

いては、ゲリラや特殊部隊による攻撃に

おける対処と類似の事態が想定される。 

したがって、攻撃当初は一時的な屋内避

難が基本になると考えられるが、事態の

状況に応じて、域内・域外避難の実施も

考えられる。 

集客施設等への 

攻撃 

化学剤・生物剤に 

よる攻撃 

分類③： 

域内・域外避

難を行うと考 

えられる類型 

着上陸侵攻 海岸沿い等からの大規模な攻撃を回避

するため、まずは攻撃対象と考えられる

範囲からの避難が優先されると考えら

れる。 
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６ 避難実施要領の様式等 

国民保護措置を行う事態が発生した場合において、時間的な余裕がなく、混乱する

ことが考えられることから、避難実施要領に定められた様式はなく、事態に応じて必

要事項を記載すれば良いものであり、より柔軟に対応することができるものであるが、

あらかじめ必要と思われる項目を用意しておき、事案によって不明又は不必要な部分

を空欄として残し、不足は追加するという手法が迅速な作成に有効であると考えられ

る。 

記入様式については、一定の基礎情報、その他避難に必要と思われる事項について

記載し、一貫性を持たせるものとして、「屋内避難」と「市域内避難・市域外避難」

を基本様式とする。 

市域内避難及び市域外避難が必要であっても、現実に作成に時間的猶予のない事態

が発生した場合等では、避難実施要領に最小限の事項のみを記載することが考えられ

る。このため、基本様式に最小限の事項を記載しておく方法のほかに、最小限の事項

に限った様式を使用し、迅速に対応することも念頭に置くものとする。 

 別紙第１ 「様式１ 屋内避難における避難実施要領の様式」 

 別紙第２ 「様式２ 市域内避難及び市域外避難における避難実施要領の様式」 

 別紙第３ 「様式３ 市域内避難及び市域外避難における避難実施要領の最小限の事

項に絞った様式」 

 

 

第３章 避難隊形の分類に応じた「避難実施要領のパターン」 

分類①から③と想定される８類型を組み合わせるとともに、避難実施要領の様式を

適用して「避難実施要領のパターン」を提示する。 

 

１ 分類①：屋内避難を行うと考えられる類型 

基本的には、突発的で避難に時間的余裕はないものの被害の影響範囲が小さいこ

とから、屋内避難を行うと考えられる。しかしながら、弾着後は弾種（化学弾等）

によっては被害の影響範囲が拡大することを考慮し、要避難地域を設定し、避難先

へ避難誘導することがある。 

その際は「弾道ミサイル災害対処要領」に基づき避難誘導するものとする。 

別 冊 「弾道ミサイル災害対処要領」 

（１）弾道ミサイル攻撃 

   別紙第４ 「弾道ミサイル着弾前のパターン事例（屋内避難）」 

   別紙第５ 「弾道ミサイル着弾後のパターン事例（市域内避難）」 

（２）航空機による攻撃 

   別紙第６ 「航空機による攻撃のパターン事例（屋内避難）」 
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（３）交通機関（航空機等）による自爆テロ 

   別紙第７ 「交通機関（航空機等）による自爆テロ（最小限の事項に絞った様

式）」 

 

２ 分類②：屋内避難が基本と考えられるが、事態の状況により、屋内避難と、北斗

市の域内・域外避難が混在すると考えられる類型 

  突発的に発生し、時間的余裕がない場合が多いことから、屋内避難を基本として

いるが、攻撃目標が限定でき、特に危険が及ぶと考えられる地域が特定でき、か

つ、避難する時間が確保できると考えられる場合は、市域内の比較的安全な地域・

施設への避難誘導が必要となる。 

（１）ゲリラ・特殊部隊による攻撃 

   別紙第８ 「ゲリラ・特殊部隊による攻撃（最小限の事項に絞った様式）」 

（２）原子力施設・コンビナート施設・危険物積載船等への攻撃 

   別紙第９ 「石油コンビナート施設の爆破テロ（最小限の事項に絞った様式）」 

（３）集客施設等への攻撃 

   別紙第 10 「集客施設等への攻撃（市域内避難）」 

（４）化学剤・生物剤による攻撃 

弾道ミサイル災害対応要領に準じて避難誘導を行う。 

 

３ 分類③：域内・域外避難を行うと考えられる類型 

  大規模な侵攻が想定され、基本的には侵攻までに多大な準備が必要となることか

ら、避難するための時間を確保できることが多いが、被害の影響範囲（要避難地

域）が広く、北斗市が影響を受けると考えられる場合には市域外（道外）への避難

が必要となる。 

着上陸侵攻 

  別紙第 11 「着上陸侵攻（市域外避難）」 
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別紙第１ 

様式１ 屋内避難における避難実施要領の様式 
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別紙第２ 

様式２ 市域内避難及び市域外避難における避難実施要領の様式 
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別紙第３ 

様式３ 市域内避難及び市域外避難における避難実施要領の 

最小限の事項に絞った様式 
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別紙第４ 

弾道ミサイル着弾前のパターン事例（屋内避難） 
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別紙第５ 

弾道ミサイル着弾後のパターン事例（市域内避難） 
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別紙第６ 

航空機による攻撃のパターン事例（屋内避難） 
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別紙第７ 

交通機関（航空機等）による自爆テロ（最小限の事項に絞った様式） 
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別紙第８ 

ゲリラ・特殊部隊による攻撃（最小限の事項に絞った様式） 

  



24 

 

別紙第９ 

石油コンビナート施設の爆破テロ（最小限の事項に絞った様式） 
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別紙第 10 

集客施設等への攻撃（市域内避難） 
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別紙第 11 

着上陸侵攻（市域外避難） 
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別 冊 

 

弾道ミサイル災害対処要領 

 

１ 基本的な初動対応 

弾道ミサイル災害の基本的な初動対応としては、下記のとおりとする。なお、国に

より武力攻撃事態であることの認定が行われていない場合は、北斗市地域防災計画に

基づき迅速に初動対応を行うものとする。 

（１）着弾場所の特定と警戒区域等の設定 

全国瞬時警報システム（J アラート）の鳴動後、市は、先ずは北海道を通じて国

（消防庁）へ具体的な着弾場所を確認する。併せて、警察・消防への住民からの通

報やＳＮＳ等の情報を確認する。 着弾場所を特定し弾頭等の原因物質が判明する

までの間は、原則、屋内避難を基本とするが、緊急的に住民の安全確保、二次災害

防止のため、着弾場所付近（火災や家屋、植栽等の倒壊など現に被害が発生してい

る区域）の住民を一時的に安全な公民館や学校などの建物（屋内）へ誘導する。 

※ 「一時的に安全」とは、ミサイルの着弾場所が風下の場合は、風上の方向へ、

また着弾場所が風上の場合は、風向に対し垂直方向へ避難することをいう。 

また、住民等への危険性・リスクを最大限に考慮し、消防警戒区域（※概ね半

径２ キロメートルを目安）を設定するとともに、市町村等を通じて区域内住民

等へ周知する。 

（２）弾頭の種類（ＮＢＣＲ）など原因物質の検知・特定 

警察、消防を中心に原因物質の検知・特定を行う。 

（３）住民の避難（屋内避難を含む） 

市町村は、警戒区域設定により区域外に避難所を開設し、防災行政無線等を活用

して区域内の住民・事業所等へ避難の呼びかけを行うとともに、警察・消防等と連

携し避難誘導を実施する。 

（４）現地及び現場付近の広報 

現地関係機関は、現場及び現場付近の住民に対し混乱(ﾊﾟﾆｯｸ)が生じないよう、

必要に応じて下記事項の広報を行う。 

・ 現場周辺への立ち入り禁止 ・避難誘導  

・ 弾頭物質による危険性（健康被害）など  

特に、弾頭物質による危険性については、弾頭にＢＣＲが装填されていた可能

性が高い場合は、必要に応じて使用された材種、当該材種によって認められる特

徴的な症状、当該症状が認められた場合の対応方法等について適宜広報を行う。 
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２ 落下場所の特定と緊急通報の発令等  

（１）落下場所の特定 

J アラートの鳴動後、市は、北海道を通じて国へ具体的な落下場所を確認する。 

   国連絡先： 総務省消防庁  北海道連絡先：危機対策課  

併せて、警察・消防への住民からの通報や防災ヘリ等の情報を確認する。 

（２）警報の通知（国民保護法に基づく） 

市は、直ちにその内容を住民及び関係機関等に伝達する。  

・ 警報の内容：事態の現状及び予測、落下地域、その他住民に周知すべき事項  

（３）緊急通報の発令（国民保護法に基づく） 

市は、弾道ミサイル災害が発生した場合において、当該災害による住民の生命、

身体又は財産に対する危険を防止するため緊急の必要があると認められるときは、

国の警報の発令を待たずに、速やかに「緊急通報」を発令し、関係機関等に通知す

る。 この場合、市は警察・消防等の現場情報を確認し、退避の指示、警戒区域を設 

定する。 

※ 北海道は緊急の必要があると判断するときは、自ら退避の指示、警戒区域の設

定の措置を行うことができる。  

・ 緊急通報の内容：弾道ミサイル災害の現状及び予測、警戒区域の設定や区域内

の住民等に対し周知させるべき事項  

 

３ 現場の即応対応（着弾直後の住民避難等の措置） 

ミサイルの弾頭の物質が不明でその影響等が明確でない場合、原則、屋内避難を基

本とするが、緊急的に住民の安全確保、二次災害防止のため、着弾場所付近（火災や

家屋、植栽等の倒壊など現に被害が発生している区域）から避難する住民を安全（風

上若しくは風と垂直の方向）な公民館や学校などの建物へ一時的に屋内避難するよう

誘導する。  

（１）住民避難の措置  

ア 屋内避難を基本 

住民が、何らの防護手段がなく移動するよりも、屋内の外気から接触が少ない

場所に留まる方がより危険性が少ないと考えられるため、原則、屋内避難とする。  

イ 着弾場所付近の住民の一時的な避難 

ミサイル着弾場所付近で現に災害が発生（火災や建物倒壊等）している地域の

住民は、一時的に他の安全な施設（屋内）に避難させる。 

① 一時的な避難の周知 

市は防災行政無線・防災ラジオ等により一時的に指定した公民館や学校等に

屋内避難するよう呼びかける。また、北海道に対し、防災消防ヘリコプターや

警察ヘリコプターにより一時的な退避を呼びかけるとともに、北海道の情報発
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信ツール等も活用 して着弾場所付近の住民に対する一時的な屋内避難を呼び

かけるように依頼する。 

② 一時的な避難の誘導 

市は、ミサイル落下場所付近で活動を行う防災関係機関に対し、指定した公

民館や学校等に住民が一時的に屋内避難できるように、誘導を依頼する。 

ウ 一時的な避難住民への対応  

① 二次災害の防止 

市は、二次災害を防止するため、一時的な避難住民に対し施設関係者や避難

住民以外の者との接触を避けるよう周知する。 また、必要に応じて防護服等

を装着した警察又は消防の職員を派遣し、一時的な避難施設を運営する。 

② 避難所開設後の対応 

消防は、必要に応じて一時的な避難住民に対する除染を実施し、新たに開設

された 避難所へ誘導する。 

 

４ 関係機関の連絡体制・現場の初動対応等 

あらかじめ関係機関における連絡体制を整備し、災害発生時の通報を迅速、確実に

行う。現地では、必要に応じて「現地調整所」を設置し、関係機関の連携を図る。 

（１）連絡体制 

市民等から弾道ミサイルの落下情報等の通報を受けた場合には、市（各部局）、

北海道（危機対策課）、警察・消防・自衛隊・海上保安部等に連絡する。 

（２）現場における初動対応  

ア 警察、消防、自衛隊及び海上保安部は、対応に必要な資機材を有する部隊が出

動する。  

イ 消防警戒区域等の設定及び現地指揮本部の設置現場に到着した警察、消防、自

衛隊、海上保安部は、情報を共有するとともに、周囲の状況を合理的に判断して、

直ちに  

○ 消防警戒区域や立入禁止区域の設定  

○ 原因物質の飛散または拡散防止措置  

○ 付近の関係者及び住民等の避難誘導  

を実施したうえで、活動及び連携の便宜を勘案のうえ、それぞれの機関の現場指

揮本部を設置する。 

（３）現地調整所の設置と連携した活動の実施 

警察、消防、自衛隊及び海上保安部は、対応等に関する協議、連携、任務分担及

び情報の共有を行うため、必要に応じて現地調整所を設置するとともに、互いに連

携して、被害拡大防止措置をとりながら被災者の救助、一次除染及び救急搬送活動、

物質の検知並びに情報収集活動を実施する。 
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現地調整所においては消防及び警察が中心となって随時協議を行い、現場におい

て活動する機関の総合調整を行う。 

（４）安全の確保 

ＮＢＣＲ災害が疑われる現場に出動する各機関の職員は、防護服を着用する等身

体の防護措置を講ずること。 

（５）市町村の対応 

現地調整所へ職員を派遣し、消防・警察等と協議して住民の避難指示、避難誘導、

広報活動を行うとともに、警戒区域等における住民数を把握する。また、安全な場

所に一時的な避難施設を開設する。 

この際、渡島総合振興局（北海道）に現地調整所を開設した旨の報告し、職員派

遣及び以下の対応を依頼する。 

・ 地域創生部危機対策室（本庁原子力安全対策課）：モニタリングポストによる

放射線量の確認及びモニタリング車の派遣 

・ 保健環境部保健行政室：疫学調査、患者移送調整  

 

５ 今後の展開を想定した初動対応の戦略的措置の検討（警戒区域等設定時の検討事

項）  

弾道ミサイル被害に対する住民避難や救援、二次災害への対応などの今後の展開を

想定し、広域的・戦略的に対応することが必要である。このため、着弾場所や災害規

模等に応じて下記項目について初動の段階から検討・措置すること。 

・ 着弾区域への交通規制 

ミサイルの弾頭の物質が不明の段階では、二次被害の拡大防止や警察・消防・自

衛隊等の円滑な活動の確保のため、広域的な交通規制（進入禁止）や迂回路を設定

すること。その際、迂回路が着弾地点の風下に位置しないよう配慮すること。併せ

て、負傷者の搬送や部隊の資機材、医療物資等の輸送のため優先的に使用する道路 

を確保すること。 

・ 拠点施設（場所）の確保 

自衛隊や緊急消防援助隊などの各種部隊の集結場所や活動拠点、また物資等の集 

積、さらに負傷者の搬送のため、近接の一定規模以上の施設（場所）を使途に応じ 

複数確保すること。 

⇒総合体育館・運動公園、七重浜海浜公園、新北斗駅、など 

・ 近隣の公共施設や大規模集客施設等への対応 

近隣の教育機関（学校、幼稚園等）や大規模集客施設（病院、駅、港、商業施設）、

水・食品関連施設（水道施設、農水産施設、食品加工施設、畜産施設等）等への情

報提供と安全対策等を周知（指導）すること。 

⇒先ずは屋内避難の周知。弾頭物質の検知結果により食料品や施設の検査等 
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・ 避難行動要支援者（障がい者、高齢者、乳幼児等）への対応 

障がい者や高齢者等、さらに病院、老人福祉施設、幼稚園などの自ら避難するこ

とが困難な者への避難の支援・救援に特に配慮すること。 

 

６ 避難措置の指示・避難の指示（国民保護法に基づく） 

市は、国又は渡島総合振興局（北海道）が発する「避難措置の指示」の通知を受け

た場合は、速やかに要避難地域を設定し、その地域の住民に対し直ちに「避難の指示」

を行うとともに、渡島総合振興局（北海道）及び関係機関にその内容を報告又は通知

する。 

 ・ 「避難の指示」の内容：避難実施要領作成パターンを参考に、避難経路、交通手

段、避難先の避難所等を設定 

 

７ 救助・救急搬送、救急医療活動における連携  

弾道ミサイル災害による負傷者が発生した場合には、消防を中心に活動し、情報（災

害情報・医療情報・中毒情報）の集約と各機関との連携を行う。 

（１）消防を中心とした情報の集約と現場との連携 

消防が中心となって、救助・救急搬送、救急医療における情報を集約し、医療機

関やその他関係機関との連携を次の要領で行う。  

ア 消防現場指揮本部との連携 

現場の災害情報を集約するとともに、関係機関へ情報提供する。 

イ 医療機関等との連携 

○ 搬送先病院の選定（病院に対する受入可否の問合わせ）を行う。 

被災者多数の場合は、渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）に依頼して、

搬送可能な病院を調査し、消防へ情報提供を行うとともに、消防と連携して搬

送調整を行う。 

○ 医師の派遣要請は渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）を通じて行う。 

○ 搬送先医療機関は、患者受入れの後、「広域災害・救急医療情報システム」

（ＥＭＩＳ）やファクシミリ等で消防に医療情報を送付する。  

消防は、当該医療情報を渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）に提供す

るとともに、必要に応じて他の医療機関、警察に提供する。なお、当該医療機

関は、医療情報を適宜更新する。  

ウ （公財）日本中毒情報センターとの連携 

消防は、（公財）日本中毒情報センターとの窓口となり、災害情報及び医療情

報等を センターに提供するとともに、センターからの中毒情報を搬送先医療機

関、消防現場 指揮本部、警察に提供する。 
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エ 現地医療救護所の設置  

○ 現地医療救護所は、消防が安全に救助・医療活動を行うことができる場所を

選定し設置するものとし、発生地の医療圏域を所管する渡島総合振興局（保健

環境部保険行政室）、日赤及び 医療救護班等関係機関と連携して救助・医療活

動を行う。 

○ 医療機関にあっては、発生地の二次医療圏域ごとに、災害拠点病院（市立函

館病院）等を中心に 医療対応することとする。 

（２）関係機関の対応能力を超える場合の対処 

多数の被災者が発生する等、救助・救急搬送、救急医療に係る関係機関の対応能

力を超えるような場合には、広域応援を要請することとする。  

○ 救助・救急搬送については、発生地を管轄する消防局が相互応援協定を締結し

た消防局に対し応援を要請するとともに、消防防災ヘリコプターや消防局、市所

有のマイクロバス等を被災者搬送に活用する。 

更に応援が必要な場合は、渡島総合振興局（危機対策室）に、国に対する緊急

消防援助隊の派遣要請を要求する。 

○ 救急医療については、要請に応じて、渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）

に北海道内調整及び隣接県へ応援要請を要求する。 

（３）自衛隊への派遣要請 

市は自衛隊第２８普通科連隊との連絡し、必要に応じて北斗市地域防災計画に定

める災害派遣（武力攻撃の事態認定前）又は北斗市国民保護計画に定める国民保護

派遣（武力攻撃の事態認定後）を渡島総合振興局長（北海道知事）に要求する。 

 

８ 原因物質特定における連携 

弾道ミサイル災害が発生した場合は、警察を中心に活動し、鑑定に必要な情報の集

約と各機関との連携を行う。  

また、原因物質特定時は、消防、渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）に連絡

し、医療活動に資する。 

（１）原因物質の特定 

ア 現場における簡易検知 

早期に原因物質の特定を行うため、警察・消防及び自衛隊は、保有する放射線

測定器、化学剤や生物剤の検知装置・簡易検知紙・ガス検知器を用いて、可能な

限り、災害現場における特定を試みる。 

※ ジメチルヒドラジンを検知した場合の対応・・・ 

ジメチルヒドラジンの健康被害や除染方法について、住民の混乱を防ぐため、

正確な情報提供を適切に周知するよう努めること。 
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〇 暴露した者は、除染エリアで除染を行い、速やかに病院へ搬送する。 

〇 住民への広報は、避難所での周知、防災行政無線、防災ラジオ等で周知する

とともに、必要に応じてマスコミを通じて広報する。 

イ 鑑定・判定 

警察官等は現場において検体等を採取し、化学剤については北海道警察科学捜

査研究所（札幌市）、生物剤については北海道立衛生環境研究所（札幌市）・国

立感染症研究所等が鑑定する。 

（２）原因物質の特定に当たっての情報共有 

ア 警察を中心とした情報集約 

原因物質を早期に特定するためには、災害現場、被災者、原因物質等に関する

情報について、鑑定を行う警察に迅速に集約して鑑定作業の参考にする必要があ

り、関係機関は次の要領で情報連絡を行う。  

○ 消防は、災害現場における情報（被災者の行動・言動、被害状況）、被災者

の搬送に当たっての被災者の症状（搬送中所見）について警察に連絡する。 

○ 医療機関は、受け入れた被災者の症状（臨床的所見）を消防に連絡し、連絡

を受けた消防は、警察に連絡する。 

○ 渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）は、医療機関を通じて被災者の血

液・吐しゃ物等の検体を北海道立衛生環境研究所に搬送し、北海道立衛生環境

研究所又は国立感染症研究所等で検査・分析を行う。（状況に応じ、北海道立

衛生環境研究所の職員が医療機関等で検体を受け取り、梱包を行うことも検

討。） その結果について、渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）は原因物

質の特定等に資するよう、 警察、消防及び搬送先医療機関に対して情報提供

する。  

イ 特定前における情報伝達 

原因物質を鑑定中であっても、警察、消防及び自衛隊による簡易検知の結果に

ついて情報交換するとともに、現地調整所において、関係機関が情報を共有する。 

搬送先医療機関への簡易検知結果の伝達は、消防が行う。 

ウ 特定がなされた後の情報伝達 

原因物質が警察等の鑑定によって特定された場合、これを迅速に消防及び渡島

総合振興局（保健環境部保険行政室）に連絡し、連絡を受けた消防は搬送先医療

機関、渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）は各保健所及び現地救護医療所

に伝達して、被災者に対する医療措置に資するとともに、現地調整所において、

関係機関が情報を共有する。 

（３）原因物質の特定・分析に係る補助的な活動  

ア 搬送先医療機関は、消防に対して、医療情報を提供する。消防は、個別の搬送

先医療機関から得られた医療情報を必要に応じ他の搬送先医療機関に提供する。 
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イ 消防は、医療情報を災害情報と併せて、随時、警察に提供する。（公財）日本

中毒情報センターから入手した中毒情報を警察、医療機関に提供する。  

ウ 警察、消防、渡島総合振興局（保健環境部保険行政室）等は、医療情報及び災

害情報と併せて、（公財）日本中毒情報センター等の研究機関・専門機関に照会

するとともに、入手した情報を、必要な現地関係機関に提供する。 

 

９ 除染における連携 

（１）除染要領 

救助活動及び救急搬送活動の実施には、二次感染及び汚染防止の実施、更には除

染が必要条件となるので早急な対応を取ることが必要である。 除染は、物質除去、

脱衣、洗浄（水、石鹸水）等による。 場所、機材の除染は次亜塩素酸塩水溶液（漂

白剤、さらし粉）等を使用する。 

（２）連携要領 

関係機関が保有する除染資機材は、機関ごと、ＮＢＣＲ災害の態様ごとに異なる。

このため、除染における連携については現地調整所において各機関が保有する資機

材や地域の特性を踏まえ調整する。被害が大規模等の場合で応援が必要な場合は、

発生地を管轄する消防局が相互応援協定を締結した消防局に対し応援を要請し、更

に応援が必要な場合は、渡島総合振興局（本庁危機対策課）を通じて緊急消防援助

隊の派遣要請を国に対して行う。 自衛隊の派遣要請及び受入れの手続きについて

も渡島総合振興局（本庁危機対策課）を通じて行う。 

 

10 避難住民の救援（国民保護法に基づく） 

市は、国又は北海道が発する「救援の指示」があった場合、その内容を関係機関へ

通知するとともに、避難住民の救援を実施する。 救援は、「避難所の開設・運営」、

「炊き出し等食品や飲料水の提供」、「被服・寝具等の生活必需品の提供」、「医薬

品・医療の提供」などであり、北斗市地域防災計画に準じた対応や北斗市災害時備蓄

計画により備蓄した行政備蓄等を活用する。 

※ 観光客等への配慮 

観光客や出張等で市外からの来市者についても、先ずは安全確保のため緊急避難

場所・避難所へ誘導するが、検知等により安全が確認された場合は、帰路にかかる

道路情報や交通機関の運行状況等の情報を提供するとともに、必要に応じて最寄り

の交通機関へ搬送するなど配慮する。 

 

11 海上において事案が発生した場合の連携 

１１８番等の通報内容から海上における弾道ミサイルの災害であることが疑われ

る場合には、海上保安部が中心となって、関係機関と情報共有と連携を図りながら、
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被災者の救出・救助、救急搬送、原因物質の特定、除染活動を行うとともに海上交通

の安全を図る。 

（１）現場における初動対処 

現場に到着した海上保安部は、簡易検知、可能な範囲での検体採取、被災者の救

出・ 救助、一次除染及び船舶の回航指導・支援等を実施するとともに、警察、消

防、海上自衛隊等の関係機関と相互に連絡を行い、情報を共有する。 

（２）被災者の搬送  

ア 海上保安部は、関係機関との連携のもとに、被災者に対する救出・救助活動、

一次 除染、救急搬送活動並びに情報収集活動を実施する。 

イ 被災者の搬送予定の医療機関、消防に情報提供するとともに、巡視船艇・航空

機から被災者を消防局に引き継ぐ場合には、引継ぎ予定の港湾又は空港に救急車

の派遣を要請する。 

（３）鑑定依頼及び鑑定結果連絡 

ア 現場にて、検体の採取を行った場合には警察に対してその状況を通報し、採取

した検体を渡して鑑定を依頼する。 

イ 必要に応じ、北海道警察からの鑑定結果を現場付近航行船舶等に情報提供する

とともに、現場海域の航行回避の指導を行う。 

（４）その他の連携 

上記以外で関係機関との連携を必要とする場合は、その状況に応じて連携を行う。 

 

12 弾頭の種類による初動対応の概要（参考） 

弾道ミサイルの搭載物により、初動対応は、大きく異なる。通常弾であれば、大き

な爆発とともに、火災を引き起こす場合が多い。 

核弾頭であれば、甚大な被害を被るとともに、広域避難を必要とする。 

化学剤や生物剤の場合には、原因物質の特定を急ぐとともに、風向を考慮したゾー

ニングを行うこととなる。また、ミサイルが不発の場合もある。 

いずれの場合も、消防、警察、自衛隊等の関係機関の専門的知識を活用し、該当市

町村と連携した処置対策を実施する。  

（１）通常弾頭に対する対応 

通常弾頭の場合には、ＮＢＣＲ弾頭と比較すると、被害は極限され、家屋、施設

等の破壊、火災等が考えられる。 

残燃料は非対称ジメチルヒドラジン等、有毒物質である場合があり、化学剤と同

様な対応が必要である。風下の住民の体調の変化等に注意する。  

また、ライフライン（電気、上下水道、通信等）が被害を受けた場合は、早期回

復に努める。 
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◎ ジメチルヒドラジンとは 

ア 性状 

（ア）物理的特性 

・ 水溶性、比重：0.8、引火点：マイナス 15℃。  

・ 特徴的な臭気ある無色で発煙性の吸湿性液体。 

空気に暴露すると黄色になる。 

（イ）物理的・科学的な危険性 

・ 蒸気は空気より重く、地面・床に沿って移動する可能性がある。  

・ 空気に触れると自然発火することがある。  

・ プラスチックを侵す。  

・ 燃焼すると有害な窒素酸化物、アンモニア等を生成する。  

（ウ）健康に関する危険性 ・蒸気の吸入⇒呼吸困難、胃痙攣、嘔吐。 なお、心不

全、呼吸不全、肝臓壊死、肺水腫を生じることもある。  

・ 経皮吸収⇒皮膚熱傷、眼の痛み・視力喪失  

・ 経口摂取⇒のどの痛み、胃痙攣、嘔吐、意識喪失 

イ 対応  

（ア）必要な装備 

空気呼吸器及び化学防護服を着装し、防火衣を重ね着する。 

（イ） 火災への対応 

・ 引火点が低いため、警戒区域内で裸火、火花等を発生させない。 

・ 水噴霧放水（又は耐アルコール性泡消火剤の放水）を行う。 

・ 低地に留まらない。 

（ウ）除染等  

・ 汚染された衣服や靴を脱がせ、暴露した皮膚や眼を流水で 20 分以上洗浄

する。  

・ 暴露した皮膚を石けんと水で洗浄する。  

＊ 汚染された衣類は、火災の危険性があるため、十分な水ですすぎ洗いす。 

（エ）応急処置  

・ 医師に速やかに連絡する。  

・ 二次暴露を防止するため、十分な装備の消防隊員等が行うか、十分な除染

後に行う。 

（２）核弾頭（核爆発）に対する対応(Ｎに対する対応)  

ア 核爆発に対する対応 

核兵器を用いた攻撃（以下「核攻撃」という。）による被害は、当初は主に核

爆発に伴う熱線、爆風及び初期核放射線によって、その後は放射性降下物や中性

子誘導放射能（物質に中性子線が放射されることによって、その物質そのものが
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持つようになる放射能）による残留放射線によって生ずる。 

核爆発によって、ａ：熱線、爆風及び初期核放射線が発生し、物質の燃焼、建

造 物の破壊、放射能汚染の被害を短時間にもたらす。残留放射線は、ｂ：爆発時

に生 じた放射能をもった灰（放射性降下物からの放射線）と、ｃ：初期核放射線

を吸収 した建築物や土壌から発する放射線に区分される。このうちａ及びｃは、

爆心地周 辺において被害をもたらすが、ｂの灰（放射性降下物）は、爆心地付近

から降下し 始め、逐次風下方向に拡散、降下して被害範囲を拡大させる。このた

め、熱線による熱傷や放射線障害等、核兵器特有の傷病に対する医療が必要とな

る。 

イ フォールアウトに対する対応 

放射性降下物は、放射能をもった灰であり、爆発による上昇気流によって上空

に 吸い上げられ、拡散、降下するため、放射性降下物による被害は、一般的には

熱線や爆風による被害よりも広範囲の地域に拡大することが想定される。 

放射性降下物が皮膚に付着することによる外部被ばくにより、あるいはこれを

吸 飲することや放射性降下物によって汚染された飲料水や食物を摂取すること

による内部被ばくにより、放射線障害が発生するおそれがある。 

以上、避難に当たっては、風下を避け、手袋、帽子、雨ガッパ等によって放射

性 降下物による外部被ばくを抑制するほか、口及び鼻を汚染されていないタオ

ル等で 保護することや汚染された疑いのある水や食物の摂取を避けるとともに、

安定ヨウ 素剤の服用等により内部被ばくの低減に努める必要がある。また、汚

染地域への立 入制限を確実に行い、避難の誘導や医療にあたる要員の被ばく管

理を適切にすることが重要である。核攻撃等においては、避難住民等（運送に使

用する車両及びその乗務員を含む。）のスクリーニング及び除染その他放射性物

質による汚染の拡大を 防止するため必要な措置を講じる必要がある。 

（３）ダーティボム（Ｒ）に対する対応 

ダーティボムは、爆薬と放射性物質を組み合わせたもので、核兵器に比して小規

模ではあるが、爆薬による爆発の被害と放射能による被害をもたらすことから、こ

れらに対する対処が必要となる。 

（４）生物剤（Ｂ）に対する対応 

生物剤による被害は、使用される生物剤の特性、特にヒトからヒトへの感染力、

ワクチンの有無、既に知られている生物剤か否か等により被害の範囲が異なるが、

ヒトを媒体とする生物剤の場合には、二次感染により被害が拡大することが考えら

れる。 

したがって、厚生労働省と連携した一元的情報収集、データ解析等サーベイラン

ス （疾病監視）により、感染源及び汚染地域を特定し、感染源となった病原体の特

性に 応じた医療活動、まん延防止を行うことが重要である。 
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（５）化学剤（Ｃ）に対する対応 

一般に化学剤は、地形・気象等の影響を受けて、風下方向に拡散し、空気より重

いサリン等の神経剤は下をはうように広がる。また、特有のにおいがあるもの、無

臭のもの等、その性質は化学剤の種類によって異なる。 

このため、国や関係機関の連携の下、原因物質の検知及び汚染地域の特定又は予

測を適切にして、住民を安全な風上の高台に誘導する等、避難措置を適切にすると

ともに、汚染者については、可能な限り除染し、原因物質の特性に応じた救急医療

を行うことが重要である。 

また、一般的に化学剤はそのままでは分解・消滅しないため、汚染された地域を

除染して、当該地域から原因物質を取り除くことが重要である。 

（６）不発の場合に対する処置 

ミサイルが着弾したものの爆発等しなかった場合は、弾頭の爆発、ＮＢＣＲ等あ

らゆる事態を想定した対応が必要となる。 

また、警戒区域の設定に当たっては、自衛隊 と協議し範囲を設定する必要があ

る。特に落下物の安全化（爆発物の有無の確認、爆発物の処理）は、自衛隊、消防

等の高度な専門部隊の支援が必要となる。 


